
平成１３年度 政策評価書（事前の事業評価）
担当部局：管理局開発計画課
実施時期：１３年６月～８月

９９式空対空誘導弾（改）事 業 名 ：事 業 名 ：事 業 名 ：事 業 名 ：

防衛装備の適正な維持・管理（研究開発）政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：政 策 分 野 ：

現有の９９式空対空誘導弾（中射程空対空誘導弾）の有効性を長期的に確保するため、射事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：事 業 内 容 ：
撃効率や残存性を向上させた９９式空対空誘導弾（改）を開発する。

約９億円（後年度負担額を含む ）所 要 経 費 ：所 要 経 費 ：所 要 経 費 ：所 要 経 費 ： 。



○評価の内容○評価の内容○評価の内容○評価の内容
１ 事業の目的

諸外国の中射程空対空誘導弾は段階的な能力向上計画を推進しており、航空自衛隊で装備している中射程
空対空誘導弾（９９式空対空誘導弾）は攻撃範囲、母機残存性、耐妨害性等の機能・性能が今後相対的に低
下することが予想される。したがって現有９９式空対空誘導弾の機能・性能を向上させ、諸外国の類似機種
に対して有効に対処可能な９９式空対空誘導弾（改）を開発し、航空優勢の獲得に寄与することを目的とす
る。

２ 事業の必要性及び適正性
（１）事業の位置づけ

① 政策分野等における事業の役割
中射程空対空誘導弾は侵攻する敵航空機等に対して目視距離より遠い位置にある我が方の戦闘機から発

射される空対空誘導弾であり、航空自衛隊が緒戦で航空優勢を獲得するために必要な装備品である。なお
航空優勢の獲得は事後の戦局全般に多大な影響を及ぼす。

② 防衛庁が事業を実施する理由
我が国の防衛（航空優勢の獲得）に必要な誘導弾を開発する事業は、他にニーズがなく防衛庁専管の事

業であるため。
③ 当該年度に実施する必要性

近年の諸外国の類似機種は段階的な能力向上計画を推進している。特に諸外国における動向としては母
機の残存性を向上させるために推進装置等の能力向上を計画している。別図からわかるように、諸外国の
類似機種は２０１０年（平成２２年度）以前に運用が開始されると見込まれる。したがって諸外国の動向
に遅滞することなく対処するためには平成１９年度までに開発を完了する必要がある。一方、試作及び試
験評価に要する期間（最低６年間）を考慮すると、１４年度に開発に着手する必要がある。また、ライフ
サイクルコスト低減のためにも、早期着手が必要である。

（２）事業の必要性
① 既存の装備等によらない理由

近年の諸外国の類似機種は段階的能力向上計画を推進中であり、近年の電子工学技術等の著しい進歩に
より、電子妨害等の電子戦能力の向上も見積もられる。これら諸外国の類似機種に比較して、現有９９式
空対空誘導弾は、同等又は若干の優位性を有している。しかし、諸外国の類似機種のわずかな能力向上に
よりこの優位性を維持することは困難になると見積もられる。
一方、限られた防衛力で長期にわたって防衛を遂行するためには、侵攻側よりも高い残存性を必要とす

るばかりでなく、侵攻側よりも大きな攻撃範囲を有すること等が重要である。したがって、２０１０年代



において、航空優勢を獲得するためには、現有９９式空対空誘導弾に対して、攻撃範囲、母機残存性、耐
妨害能力等が優れた９９式空対空誘導弾（改）が必要である。
更に、９９式空対空誘導弾（改）は、民間において急激な進歩を遂げている電子部品及びその実装技術

を取り入れた民生部品の多用、現有９９式空対空誘導弾との共通化、部品点数の削減等により、量産単価
の低減を実現する。
現在、中射程空対空誘導弾として９９式空対空誘導弾を調達中であるが、９９式空対空誘導弾（改）の

開発が完了次第、後継機種として９９式空対空誘導弾（改）の調達に切り替える構想である。
② 他の代替手段との比較検討状況

現用の９９式空対空誘導弾の後継の開発であり、代替手段はない。
各国装備品との比較表を９９式空対空誘導弾を基準に別図に示す。母機の残存性に影響するスタンドオ

フ・レンジについては米国のＡＩＭ－１２０Ｂ＋が目途とする性能を満足しているが、ＡＩＭ－１２０Ｂ
＋は、運用の柔軟性を確保するために必要な側方目標対処能力（目標の横方向から攻撃する能力）等の性
能を満足しない。

（３）数量等の事業内容の必要性、妥当性
平成１４年度に行う試作（その１）では、システム設計、構成品（誘導部）及び試験器材の試作に約９

億円を要求している。この試作（その１）においては、攻撃範囲及び耐妨害性の向上に必要となる信号処
理技術を確立する。更に試作（その２）では、試作（その１）の信号処理技術の実装化及びアンテナ技術
を確立し、試作（その３）では、試作（その２）で確立した技術を搭載した飛しょう体を試作する計画で
ある。
システムとしては誘導弾、発射母機、支援器材等より構成され、誘導弾、支援器材の開発、発射母機の

試改修などに要する経費として総額約５５億円が見積られる。また、平成１６年度から平成１８年度まで
の３年間、技術試験を実施し、平成１９年度に実用試験を実施する。このように平成１９年度に開発を完
了するためには試作及び試験評価に最低６年間を要することから平成１４年度に事業を開始する必要があ
る。



３ 事業実施の効果・時期
（１）実施効果

① 事業の実施により生じる効果
本事業による比較的小規模な改修により、将来見込まれる性能の陳腐化（攻撃範囲、母機残存性、耐妨

害性等）を防止し、将来にわたって９９式空対空誘導弾の有効性を確保することができる。９９式空対空
誘導弾（改）は主として誘導部の改修により、９９式空対空誘導弾と比較して、
・攻撃範囲（側方目標対処能力の向上、自立誘導距離の延伸）
・母機残存性（スタンドオフ・レンジの延伸）
・耐妨害性（電子戦能力の向上）

等に優れている。
なお、ライフサイクルコスト抑制のため、民生技術の多用、９９式空対空誘導弾との共通化、部品点数

の削減等により、量産単価の低減を図っており、限られた予算の下、攻撃範囲、母機残存性、耐妨害性等
の向上を図りながら、経費の節減にも努めており、高い費用対効果が見積られる。
平成１４年度事業の試作（その１）においては、攻撃範囲（側方目標対処能力）及び耐妨害性の向上を

図るための新しい信号処理技術を確立する。
（２）実施時期

① 完了時期
平成１９年度開発完了予定である。なお、試作（その１）については平成１６年度に完了予定。

○今後の対応○今後の対応○今後の対応○今後の対応
９９式空対空誘導弾（改）を開発することにより、９９式空対空誘導弾の攻撃範囲、母機残存性、耐妨害

性等の機能・性能を向上させ、諸外国の類似機種に対して優位性の確保が図られると評価できることから、
１４年度概算要求を実施する。



○参考情報○参考情報○参考情報○参考情報
運用構想図

計画線表
１４ １５ １６ １７ １８ １９ 完了年度
試作 その１ １９年度（ ）

試作 その２ 経費総額（ ）

試作 その３ 実用 約55億円（ ）

技術試験 試験

注 自立誘導距離：ミサイルが自ら目標を捉え、誘導飛しょうす
ることが可能なミサイル－目標間の距離。

ｽﾀﾝﾄﾞｵﾌ･ﾚﾝｼﾞ：ミサイルを発射した戦闘機が離脱可能なとき
の戦闘機－目標間の距離。この値が大きいほ
ど戦闘機の残存性が高まる。

自立誘導距離の延伸自立誘導距離の延伸自立誘導距離の延伸自立誘導距離の延伸

ＥＣＣＭ能力の向上ＥＣＣＭ能力の向上ＥＣＣＭ能力の向上ＥＣＣＭ能力の向上

横行目標対処能力の向上横行目標対処能力の向上横行目標対処能力の向上横行目標対処能力の向上
スタンドオフレンジの延伸スタンドオフレンジの延伸スタンドオフレンジの延伸スタンドオフレンジの延伸

巡航ミサイル対処能力の向上巡航ミサイル対処能力の向上巡航ミサイル対処能力の向上巡航ミサイル対処能力の向上



別 図

各国装備品との比較表

９９式空対空誘導弾
（ＡＡＭ－４）

９９式空対空
誘導弾（改）

ＡＩＭ－１２０Ｂ ＡＩＭ－１２０Ｂ＋ ＡＡ－１２ ＡＡ－１２ＰＤ 

日本 日本 米国 米国 ロシア ロシア

ｽﾀﾝﾄ゙ｵﾌ･ﾚﾝｼﾞ 1.0 1.2 0.9- 1.2- 0.7 1.1

自立誘導距離 1.0 1.4 1.0 1.0 0.8 1.0

攻撃範囲 側方目標対処能力 中 大 中 中 中 ―

耐妨害性 電子戦能力 中 大 中 ― ― ―

2002年 2011年 1994年 2004年以降 1994年 2009年以降

出典）Military Technology, Jane's Missile & Rockets, Jane's Defense Weekly, Aviation Week等

注）　日本の現有装備品を１．０又は中としたときの比較表

母機残存性

名　称 

開発国 

運用開始時期 


